	
	多様な活動主体の連携・協働事例

	学校・家庭・地域が協働した取組み
審議のポイント①
	地域や企業との連携・協働（ボランティアの育成）
・鹿児島県いちき串木野市
（文部科学省HP学校支援地域本部に関することより）
平成20年度から「学校の応援団を募集します」をキャッチフレーズに、市来地域の全世帯（約２３００戸）へ、学校支援事業の趣旨等を掲載したボランティア募集用のチラシを配布しました。
学校支援ボランティアの募集にあたっては、「できることを、できるときに、できるところから」を目標に掲げ、支援内容をレベル１からレベル５まで設定し、地域住民が気軽に登録でき、自らが可能な範囲で学校支援に参画する意識を高めるように工夫しました。
例えば、レベル１では「自分のできる時間に、できる範囲で支援する」として、散歩や農作業の合間にもできる登下校時の見守りや学校行事への参加等を依頼しています。レベル５では「学校の要請に応じて教科指導や自分の経験等を生かして支援する」として、教科指導の補助や部活動の支援等を依頼しています。
　　　また、企業は、学校の施設・設備の補修や点検、樹木の剪定等の環境整備や職場体験活動などを支援しています。昨年度の支援実績は、支援回数が延べ６７２回、支援人数が延べ１４３０人となっています。
	大学との連携・協働（ボランティアの人材確保）
・広島県広島市の取組み
　　（平成23年度「学校と地域の連携施策の効果検証及び改善事例収集に向けた調査研究より」）
　　東広島市立三ツ城小学校の近くに立地する広島大学の学生がボランティアとして多数参加している。
放課後子ども教室に学生ボランティアとして参加していた学生の呼びかけから、現在は、登録者数は100 名を超え、三ツ城小学校における地域との連携活動の基盤となっており、活動の質の向上に貢献している。
参加の呼びかけを行った学生は、子どもの体験学習を研究する学生であり、本人の関心と熱意から、学生の募集にも精力的に取り組んだ。同分野を専攻する学生にとっては、学校でのボランティア活動は大学で学んだ理論の実践の場となり、それが参加の動機につながった。
また、年度の最後に、活動成果を児童が発表するが、学生の参加意欲を高めるために、児童グループのリーダーに学生を割りあてるといった工夫も行っている。4 年生が卒業する直前の2 月には、研究室やサークル等の後輩に呼びかけるよう依頼を行い、継続的なボランティア人材の確保につなげている。
	公民館との連携・協働
・宮城県仙台市の取組み
（平成23年度「学校と地域の連携施策の効果検証及び改善事例収集に向けた調査研究より」）
仙台市立榴岡小学校では、地域との連携が日常化しており、サポーターとして、平成23 年度は延べ5,500 名が活動している。特に、榴岡小学校における学習サポートの活動は学区内の住民、特に母親の活動が多くなっている。また、仙台市では、各市立小学校にその地区に住む成人が参加できる「社会学級」を開設している。榴岡小学校の在籍者数は67 名（平成23 年度）であり、現役の保護者が約半数、ほかに卒業生の保護者、未就学児の保護者など、特に女性が多く在籍している。この社会学級の在籍者の多くがサポーターとして活動をしている。
学校支援の活動を公式な公民館活動として位置づけることで、活動に公民館保険が適用されるため、ボランティアの安心感が高まっている。また、保険に加入するために、公民館は活動計画書を作成するため、計画的な業務遂行が浸透している。
学校に関する事業の情報をコーディネーターである公民館で集約できていることから、学校と円滑に連携がとれる体制が構築されている。例えば、公民館に学校からの連絡を掲示する、学校に公民館からの連絡を掲示するなど、相互に広報に努めている。


	地域の核となる社会教育施設等の取組み
審議のポイント③
	地域の活動主体及び教育委員会との連携・協働（公民館）
　・岩手県天童市の取組み
（岩手県公民館等における現代的な課題に関する学級・講座に
ついての研究より）
日本一のまちづくりをめざした天童市が始めた地域づくり事業　である。市立公民館を単位に13の「地域づくり委員会」を独自に設置し、市民が主役のまちづくりを進めるために「解決できる地域課題等は自分たちで取り組む」、「学習しながら課題を解決する」、「みんなで話し合い考えながら解決する」をモットーに主体的に取り組んでいる。住民が学びあいながら成長して、地域課題解決に主体的に取り組んでいる。
　例①ゴミ減量部会　学習会・活動→問題点に気づく→課題設定→ゴミ減量化
② 地域安全部会　学習会・活動→問題点に気づく→課題設定→駅周辺の安全確保
③ ふるさとづくり部会　学習会・アンケート実施と分析→ 問題点に気づく→課題設定  等
	他部局（健康福祉部、地区センター）との連携・協働（公民館）
・長野県松本市の取組み（中央教育審議会　生涯学習分科会資料より）
「健康寿命延伸都市・松本」を目指し、健康づくりを核として、教育委員会や健康福祉部はもとより、経済や環境、建設など様々な分野が連携したまちづくりを展開している。
この中で、住民自治の最前線として身近な地域で幅広い地域課題の解決を担ってきた公民館が、学習をキーワードとする地域づくりの拠点として位置付けられている。　　
具体的には、地域振興を担当する地区センター、教育・学習を担当する公民館、地域福祉を担当する福祉ひろばの３つの機能が一体化したネットワーク組織である「地域づくり支援センター」を地区における地域づくりの支援拠点として35 の地区に設置し、地域住民が主体的に地域課題を解決していくための地域づくりの仕組みである「地域システム」と地域住民の主体的な地域づくりを支援する行政の仕組みである「行政システム」を結ぶ役割を果たしている。
	学校との連携・協働事例
・島根県浜田市の取組み
　（平成23年度「学校と地域の連携施策の効果検証及び改善事例収集に向けた調査研究より」）
浜田市は公民館活動が活発な地域であり、また公民館の多くが学校の近隣に立地していることを活かし、平成20 年度から学校に隣接する公民館の職員（浜田市の公民館は、公民館主事及び公民館長を委嘱にて配置している）を校区コーディネーターとして指定し、学校支援地域本部に取り組んでいる。
学校支援の活動を公式な公民館活動として位置づけることで、活動に公民館保険が適用されるため、ボランティアの安心感が高まっている。また、保険に加入するために、公民館は活動計画書を作成するため、計画的な業務遂行が浸透している。　　
また、周布公民館の公民館運営推進委員会は、各地域団体の長ではなく、実質的に活動している様々な年代の方を委員としている。このことにより、学校支援についても円滑な協力が得られるほか、様々な年代の方の活躍の素地となっている。

	
	地域の活動主体との連携・協働（公民館）
・富士見市水谷東公民館（静岡県）
　　　当地域では町会をはじめ地元小中学校、地区社会福祉協議会、老人会、PTA等の地域団体の代表が定期的に「地域連絡会」を開催し、各団体間の連絡調整や交流を図り、地域をあげたまちづくり活動を展開している。この取組みに近年、小中学校長が積極的に参加するとともに、公民館はそのコーディネート役としての役割を果たしている。

	NPOとの連携・協働（公民館）
・和歌山県の取組み（中央教育審議会　生涯学習分科会資料より）
　　　　和歌山大学地域連携・生涯学習センターでは、地域連携事業として、ＫＯＫＯ塾「まなびの郷」（和歌山県立粉河高等学校と連携）を展開し、「まちづくり」「福祉」「環境」「教育」「情報」の５つの分科会で独自のプログラムによる、年齢・職業・分野・地域等を越えたオープンな共同学習を行っている。
また、住みよい地域づくりに参画する地域住民を育て支援するため、マナビィスト支援セミナー（和歌山県教育委員会と連携）を展開し、地域課題に関して自らの学びを深める共同学習をゼミ形    式で行っている。

	NPOとの連携・協働（図書館）
・神戸市立中央図書館（兵庫県）
　　　外国人が多く住む地域の図書館において、外国人の定住を支援する　地元NPOを連携し、外国人児童の読書能力の向上と、保護者共々の社会教育施設の利用促進を目的とした「外国人児童読書の会」を週１回実施している。また対象児童が多く在籍する近隣小学校にもおもむく「出張読書の会」も実施し、好評である。



○審議のポイント②　具体的課題の解決に向けて、多様な活動主体とさらなる連携・協働の促進
	対象
	
	個別課題
	多様な活動主体の連携・協働事例

	子どもを取り巻く課題
	就学前
・
学齢期
	・いじめ
・不登校
・ひきこもり　等
	第三者機関との連携・協働（いじめ）
・兵庫県川西市の取組み（いじめ問題に関する取組事例集（国立政策研究所）より）
　　　「川西市子どもの人権オンブズパーソン条例」を制定し、①子どもの人権侵害の救済に関すること、②子どもの人権の擁護と人権侵害の防止に関すること、③それらのために必要な制度の改善などを提言することを職務とするオンブズパーソンを任命し、公的第三者機関として平成１１年６月から活動しています。オンブズパーソンは、一人ひとりの子どものSOSをしっかり受け止めるとともに、教員や保護者などに子どもの心情を代弁したり、建設的な対話を通じて問題解決に向けた調整等を粘り強く進めることにより、いじめの解消等において成果を挙げている。
	地域の人材との連携・協働（不登校）
・大阪府貝塚市の取組み（厚生労働省HP児童委員・主任児童委員活動事例　より）
　　　学校心理士（家庭教育支援員）、主任児童委員、生活指導担当、各担任でチームを組織して家庭教育支援に取り組んでいる。スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーにも助言をいただくとともに、児童福祉担当課とも連携を図っている。
ネグレクト傾向等、家庭的な課題が大きい児童の場合は、学校と児童委員との連携を重視。生活指導担当者と学校心理士が、問題の背景について話し合い、支援方針を立てる。主任児童委員が日常的に学校を訪ね、ケース会議等にも積極的に参加しているので、学校と児童委員の連携が進んでいる。

	
	
	
	NPOとの連携・協働（引きこもり・不登校）
・岐阜県各務原市（岐阜県教育委員会HP取組事例集より）NPO法人　つむぎの森
学校という社会的居場所を失った子ども達にフリースペースという社会的居場所を提供し、そこに集まる様々な人たちと交流する。また、個人の課題克服や就労移行を経て社会参加で支援している。
社会的居場所づくりから学習、就労移行参加まで一連の個々の活動に対して地域の方が様な形で支援し活動を支えている。
活動例：異年齢の交流中で生きる力を蓄えていく社会的居場所の確保 （１カ月に1回活動）
手工芸品や農産物の加販売を通じた就労体験場の確保及び地域のイベントで出店し実体験
	大学との連携・協働（不登校）
　・東京国際大学の取組み（東京国際大学HPより）
地元川越市の不登校児童・生徒が深刻な心の問題を抱え孤立している現状に対し、平成１５年度から教育委員会と連携して「学生による不登校児童・生徒支援事業」を実施してきた。平成１９年度よりこの活動をさらに発展させ、スチューデント・サポーター活動による家庭訪問など地域と連携した「不登校児童・生徒の支援」、地域や家庭に還元するための「不登校予防プログラム開発とデータベース化」、スチューデント・サポーターとして活動する「ボランティア学生の人材育成」を３つの柱とする不登校児童・生徒の減少、復帰を目的としたプロジェクトをおこなっている。

	大人を取り巻く課題
	青年期
	・子育て不安
・貧困
・ひきこもり　等
	民生委員・児童委員との連携・協働（子育て不安）
・静岡県浜松市の取組み（厚生労働省HP児童委員・主任児童委員活動事例　より）
民生委員児童委員協議会地域の子育て家庭の訪問を通して、状況の把握、問題解決に向けての協議、検討に努めている。また、学校を通じて、保護者へも親子での話し合いの大切さを訴え、心構えやテクニック等も「民生委員・児童委員から保護者のみなさまへ」と題する定期通信で伝える等、あらゆる形で家庭に対するアピールを行っている。学校との連携だけでなく、自治会の行事に積極的に参加して自治会役員の方とも連携を図り、情報提供をしてもらったり、見守りを依頼するなどの活動を行っている。情報収集は、守秘義務が重要なので、研修会等の機会を通じて守秘義務の徹底を図っている。このことにより、児童、生徒の問題が早めに発見され、相談を受けたり当事者と話し合う機会も増え、虐待についても早期にその芽を摘むことができるようになった。
	NPO等との連携・協働（子育て不安）
・大阪府大阪市の取組み（厚生労働省HP児童委員・主任児童委員活動事例　より）
乳幼児とその保護者を対象にした「つどいの広場」等の子育て支援や児童を対象とした健全育成に取り組んでいるＮＰＯ法人「ハートフレンド」の担い手は、児童委員・主任児童委員をはじめ、町会長や女性部長、子ども会、PTA、青少年指導委員、体育指導委員などが中心となっている。地域の皆さんにできるだけ参画していただける活動にしていくように努めている。また、小・中学校、区役所、区社会福祉協議会、区コミュニティ協会には常に活動の説明や報告にいくことで、理解を得る努力をしている。乳幼児から高齢者まで、地域の人と人、子どもと大人のつながる心地よい居場所を作ることにより、お互いに支えあう地域づくりをめざしている。

	
	高齢期
	・虐待
・貧困
・孤独死　等
	多様な活動主体の連携・協働（高齢者の見守り）◎
　・岐阜県岐阜市の取組み（岐阜県教育委員会HP取組事例集より）
　　　芥見東地区自治会 連合に所属する243の班を基にして約250の見守りチームを作成。 1チームは約5～6名。「見守りチーム」のメンバーはお互い に「向こう三軒両隣」の精神で、平常時からお互いに見守り、助け合いをする。チーム内では、誰が誰を見守るではなくお互いに支えあいをする。そしてチーム内で異常に気付いた時には、リーダーに連絡する。　リーダは自治会長（班長）や担当民生児童委員に連絡をする。
　　　活動例：平常時　普段はお互い異常がないか見守り合いをする（新聞のたまり等のチェック）
異常時　自分（家族）の安全 確保後には、玄関旗フラグを掲示し、安全を表示する。
	多様な活動主体の連携・協働（高齢者等の見守り）
・島根県松江市の取組み（岐阜県教育委員会HP取組事例集より）
この地区には従来から「公設自主運営方式」の公民館を拠点に、自治会や各種団体が防災・防犯に関する事業を連携して取り組むなど、団体間のコミュニケーションを図りやすい環境ができていた。
こうした背景があって、地域住民のつながりを強固なものとするために地区内の各種団体を取りまとめ、効果的な活動を推進する組織として「法吉地区あんぜん・あんしんネットワーク」が結成された。
具体的には、高齢者・障がい者の安全確保、子どもの見守り活動、危険箇所点検等の活動を実施。
活動例：要援護者を「おねがい会員」、支援者を「まかせて会員」として災害時における安否確認と避難誘導のほかに、日常的に見守り活動を行っている。

	取り巻く課題
配慮を要する人を
	子ども・
大人
	・虐待
・障がい者の
社会促進
・識字、日本語の
環境整備
等
	公民館と保健部局等との連携・協働（外国人への支援）
・青森県七戸町の取組み（厚生労働省HP乳児家庭全戸訪問事業　より）
　　　母国の母子手帳を活用し説明するほか、夫や家族に同席してもらい面接したり、頻回に連絡を取り、面接を繰り返しています。また、帝王切開の場合の分娩時や保健師の家庭訪問時、必要に応じて同国からの来訪者に通訳を依頼し、気持ちを聞いたりこちらの意図が伝わるようにしています。
その他、月２回公民館主催で開催されている、外国から来た方が日常生活に困らないように日本語や生活に必要なことを学んだり、仲間づくりを行うための講座に一緒に参加し、コミュニケーションを図っています。乳幼児健診や予防接種など母子保健に関わることについての質問が見られるようになってきたので、何回に一度保健師が講座に出向き話をしています。
	文化創造センターと地域との連携・協働（外国人・障がい者等への支援）
・岐阜県可児市の取組み
（可児市文化創造センターHPより）
市民にとって「集い、 出会い語り合い、知り合う」ために、心休まるコミュニティづくりの拠点として、文化創造センターがあれば理想だという新しい活動をしている。
劇場に足を運ぶことができない人や在住外国人にも文化芸術届けたいという思いから、病院や福祉施設等へ赴き、身近な場所で聞く一流の音楽や朗読を提供している。
活動例：多文化共生プロジェクトを実施　10カ国程度の人が参加し、違いを認め合いながら、自由にコミュニケーションを図り楽しんでいる。

	
	
	
	多様な活動主体の連携・協働（障がい者等要援護者の見守り）
　・福井県越前町の取組み（福井県HP「地域支え合い体制づくり事業」事例集より）
　　　区長会、民生委員会会議にて「見守りネットワークづくり」について説明・依頼。
要援護者台帳リストの活用、見守りネットワークづくりのてびきを作成・提供し構築支援。
緊急時に備えて、関係者（民生委員、区長、親族等）への連絡に必要な情報を把握。
見守りの中で気になる変化を発見した場合に、迅速に関係者へつなぐ体制を整備。
区ごとに、福祉マップを活用した見守り活動を実施。
訪問や声かけ、さりげない見守り活動等を通して、福祉問題の早期発見に努める。
	多様な活動主体の連携・協働（障がい者等要援護者の見守り）
　・滋賀県大津市の取組み（大津市社会福祉協議会HPより）
単身高齢者や認知症など助けを必要とする方、行政専門職だけでなく地域見守り支えるために「ケア会議」を開催している。参加者は、地域住民、地域の専門職（ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬ等）、行政職員だけでなく、警察、消防、郵便局にも声を掛ける場合ある。会議のねらいは「地域づくり」であり、関係者が定期的に集まり、相互信頼の絆を作っている。地域での見守り支え合いを進めるうえで要援護者が毎日どこに行っているか、だれと会っているかを書き込んだ「住民支え合いマップ」を作成し、それに基づいて地域で協力して動いている。
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